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問３ 現在の入所・入居者の要支援・要介護度

施設の入所・入居者の要介護度は、「要介護４」が 23.7％と最も高く、次いで「要介護３」が 19.5％、

「要介護１」が 17.4％となっています。

問４ 以下の医療処置が必要な利用者の受入れは可能か

受入れ可能な医療処置は、「褥瘡の処置」が 66.7％と最も高く、次いで「酸素療法」が 50.0％、「ス

トーマの処置」「喀痰吸引」が 46.7％となっています。

自立 要支援 1 要支援 2 要介護 1 要介護 2 要介護 3 要介護 4 要介護 5
申請中・

不明
合計

16 人 40 人 28 人 278 人 275 人 311 人 379 人 264 人 7 人 1,598 人

1.0% 2.5% 1.8% 17.4% 17.2% 19.5% 23.7% 16.5% 0.4% -

種別 事業所数 割合

点滴の管理 11 36.7

中心静脈栄養 2 6.7

透析 7 23.3

ストーマの処置 14 46.7

酸素療法 15 50.0

レスピレーター 0 0.0

気管切開の処置 1 3.3

疼痛の看護 10 33.3

経管栄養 13 43.3

モニター測定 2 6.7

褥瘡の処置 20 66.7

カテーテル 10 33.3

喀痰吸引 14 46.7

インスリン注射 12 40.0

対応可能な医療処置はない 5 16.7

無回答 4 13.3

事業者数合計 30 -

注）「自立」とは、歩行や起き上がりなどの日常生活上の基本的動作を自分で行うことが可能であり、かつ、薬の

内服、電話の利用などの手段的日常生活動作を行う能力もある状態を指します。

「申請中・不明」とは、要介護認定の申請中または要支援・要介護度が不明であることを指します。

単位：事業所・％
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問５ 医療処置を受けている入所・入居者の合計人数

医療処置を受けている入所・入居者の合計人数は、154 人となっています。

問６ 過去１年間（令和６年１１月１日～令和７年 10 月 31 日）に、貴施設等に新規で入所・入

居した人の人数

過去１年間の各施設への新規入所・入居者数は、合計で 768 人となっています。

問７ 問６の過去１年間の新規の入所・入居者について、入所・入居する前の居場所別の人数

入所・入居する前の居場所をみると、市内が 62.9％、市外が 39.6％となっています。市内・市外と

もに「病院・診療所（※一時的な入院を除く）」が最も多く、次いで「自宅（兄弟・子ども・親戚等の

家を含む）」、「介護老人保健施設」となっています。

項目
市内 市外

人数 割合 人数 割合

自宅（兄弟・子ども・親戚等の家を含む） 151 19.7 68 8.9

住宅型有料老人ホーム 2 0.3 2 0.3

軽費老人ホーム（特定施設除く） 0 0.0 0 0.0

サービス付き高齢者向け住宅（特定施設除く） 1 0.1 6 0.8

グループホーム 13 1.7 1 0.1

特定施設 2 0.3 15 2.0

地域密着型特定施設 0 0.0 2 0.3

介護老人保健施設 65 8.5 29 3.8

介護医療院 0 0.0 0 0.0

特別養護老人ホーム 2 0.3 4 0.5

地域密着型特別養護老人ホーム 0 0.0 0 0.0

病院・診療所（※一時的な入院を除く） 216 28.1 172 22.4

その他 12 1.6 5 0.7

入居・入所する前の居場所を把握していない 0(0.0)

合計 768(-)

単位：人・％
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問８ 過去１年間（令和６年１１月１日～令和７年１０月３１日）に、貴施設等を退去した人の人

数

過去１年間の各施設から退去・退所した人数は、合計で 686 人となっています。

問９ 問８の過去１年間の退去者について、要介護度別の人数

過去１年間の退去者の要介護度は、「要介護４」が 16.8％と最も高く、次いで「要介護３」が 14.1％、

「要介護２」が 9.9％となっています。

問 10 問８の過去１年間の退去者について、退去先別の人数

退去先の市内・市外が判明している 200 人のうち、市内は 57.3％、市外は 42.8％となっています。

市内、市外のいずれも、「病院・診療所（※一時的な入院を除く）」が最も多くなっています。

自立 要支援 1 要支援 2 要介護 1 要介護 2 要介護 3 要介護 4 要介護 5
新規

申請中
死亡 合計

0 人 0 人 3 人 52 人 68 人 97 人 115 人 66 人 3 人 282 人 686 人

0.0% 0.0% 0.4% 7.6% 9.9% 14.1% 16.8% 9.6% 0.4% 41.1% -

項目
市内 市外

人数 割合 人数 割合

自宅（兄弟・子ども・親戚等の家を含む） 50 7.3 39 5.7

住宅型有料老人ホーム 7 1.0 14 2.0

軽費老人ホーム（特定施設除く） 0 0.0 0 0.0

サービス付き高齢者向け住宅（特定施設除く） 7 1.0 6 0.9

グループホーム 7 1.0 6 0.9

特定施設 7 1.0 4 0.6

地域密着型特定施設 0 0.0 0 0.0

介護老人保健施設 12 1.7 9 1.3

介護医療院 0 0.0 0 0.0

病院・診療所（※一時的な入院を除く） 104 15.2 66 9.6

特別養護老人ホーム 32 4.7 25 3.6

地域密着型特別養護老人ホーム 0 0.0 0 0.0

その他 3 0.4 2 0.3

行先を把握していない 4(0.6)

死亡（搬送先での死亡を含む） 282(41.1)

合計 686(-)

注）新規申請中とは、要介護認定の新規申請中であることをさします。

単位：人・％
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問 11 貴施設等の入居・入所者が、退去する理由（３つまで選択可）

退去理由は、「医療的ケア・医療処置の必要性が高まったから」が 86.7％と最も高く、次いで「費

用負担が重くなったから」が 30.0％、「必要な身体介護が発生・増大したから」20.0％となっていま

す。

86.7%

30.0%

20.0%

16.7%

13.3%

10.0%

10.0%

6.7%

0.0%

16.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

医療的ケア・医療処置の必要性が高まったから

費用負担が重くなったから

必要な身体介護が発生・増大したから

本人が希望したから

入所・入居者の状態等が改善したから

認知症の症状が悪化したから

それ以外の状態像が悪化したから

必要な生活支援が発生・増大したから

入所・入居者が、必要な居宅サービスの利用を

望まなかったから

その他

n=30
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Ⅵ 調査結果【介護人材実態調査】

【事業所票】

問１ 該当するサービス種別

回答した事業所のサービス種別は、「施設・居住系」が 28 事業所（48.3％）で最も多く、次いで「通

所系」が 19 事業所（31.7％）、「訪問系」が 13 事業所（21.7％）となっています。

問２ 貴事業所に所属する介護職員について

（１）介護職員の人数

回答した事業所の職員総数は 732 人となっており、正規職員が 61.2％、非正規職員が 38.8％とな

っています。

（２）開設から 1 年以上経過しているか

回答した事業所のうち、１年以上経過が 59 事業所、１年未満が１事業所となっています。

サービスの種類
事業所

事業所数 割合

施設・居住系 28 46.7

通所系 19 31.7

訪問系 13 21.7

合計 60 -

サービスの種類

職員数

正規職員 非正規職員 合計

人数 割合 人数 割合 人数 割合

施設・居住系 322 69.1 144 30.9 466 -

通所系 58 48.3 62 51.7 120 -

訪問系 68 46.6 78 53.4 146 -

合計 448 61.2 284 38.8 732 -

単位：事業所・％

単位：人・％
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【問２（２）で「開設から１年以上」の場合】

（３）過去１年間の介護職員の採用者数と離職者数

過去１年間の介護職員の採用者数と離職者数は、施設・居住系で採用者 113 人、離職者 101 人、通

所系で採用者 23 人、離職者 26 人、訪問系で採用者 34 人、離職者 29 人、全体で採用者 170 人、離職

者 156 人となっています。

問３ 所属している介護職員全員（非常勤含む。ボランティアの方を除く）について

（１）資格の取得、研修の修了の状況

サービス種別でみると、施設・居住系、通所系、訪問系ともに「介護福祉士（認定介護福祉士含む。）」

がそれぞれ 61.7％、57.5％、50.5％と最も高くなっています。

59.1%

61.7%

57.5%

50.5%

9.1%

7.7%

8.3%

15.3%

21.2%

18.3%

20.8%

32.4%

10.7%

12.2%

13.3%

1.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

合計(n=657)

施設・居住系(n=426)

通所系(n=120)

訪問系(n=111)

介護福祉士 介護福祉士実務者研修修了等 介護職員初任者研修修了等 いずれも該当しない

サービスの種類
採用者数 離職者数 合計

正規 非正規 正規 非正規 採用者数 離職者数

施設・居住系 70 43 62 39 113 101

通所系 7 16 11 15 23 26

訪問系 18 16 14 15 34 29

合計 170 156 +14

単位：人
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（２）介護職員の性年齢別構成

①全サービス系統

全サービス系統でみると、「50 歳代女性」が 19.9％で最も高く、次いで「40 歳代女性」15.4％、

「60 歳代女性」13.4％となっています。

②施設・居住系

施設・居住系でみると、「50 歳代女性」が 16.7％で最も高く、次いで「40 歳代女性」13.6％、「60

歳代女性」「30 歳代女性」12.4％となっています。

0.0%

3.6%

3.6%

5.4%

3.6%

3.6%

0.9%

0.0%

1.8%
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13.3%
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0%10%20%30%40%

20歳未満

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

男性（計） 女性（計）

0.5%

8.5%

7.5%

8.9%

6.3%

3.5%

0.9%

0.2%

6.6%

12.4%

13.6%

16.7%

12.4%

1.9%

0% 10% 20% 30% 40%

0%10%20%30%40%

20歳未満

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

男性（計） 女性（計）

n=657

n=426
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③通所系

通所系でみると、「50 歳代女性」が 32.5％で最も高く、次いで「40 歳代女性」23.3％、「30 歳代女

性」15.0％となっています。

④訪問系

訪問系でみると、「60 歳代女性」が 21.6％で最も高く、次いで「50 歳代女性」18.9％、「40 歳代女

性」13.5％となっています。
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n=117

n=111
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（３）職員 1 人当たりの 1 週間の平均勤務時間

職員 1 人当たりの 1 週間の平均勤務時間をみると、全サービス系統で 33.0 時間、施設・居住系で

35.9 時間、通所系で 30.9 時間、訪問系で 23.8 時間となっています。

（４）現在の施設等での勤務年数

現在の施設等での勤務年数をみると、全サービス系統で「勤務１年以上」が 84.5％、「勤務１年未

満」が 15.5％となっています。

33.0 

35.9 

30.9 

23.8 

39.3 

39.3 

40.4 

38.4 

22.5 

27.4 

22.2 

12.7 
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全サービス系統(n=657)

施設・居住系(n=426)

通所系(n=117)

訪問系(n=111)

合計 常勤職員 非常勤職員
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全サービス系統(n=657)

施設・居住系(n=426)

通所系(n=117)

訪問系(n=111)

勤務1年以上 勤務1年未満
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【訪問系職員票】

（１）介護給付による訪問の平均提供時間

介護給付による訪問で身体介護を提供した時間は平均 448.9 分、生活援助を提供した時間は「買い

物」が平均 31.6 分、「調理・配膳」が平均 30.5 分、「掃除」が平均 72.8 分、「その他の生活援助」が

平均 13.7 分となっています。

（２）介護予防給付・総合事業による平均提供時間

介護予防給付・総合事業による訪問で身体介護を提供した時間は平均 5.5 分、生活援助を提供した

時間は「買い物」が平均 7.6 分、「調理・配膳」が平均 0.8 分、「掃除」が平均 20.6 分、「その他の生

活援助」が平均 2.0 分となっています。

曜日 身体介護
生活援助

買い物 調理・配膳 掃除 その他

月曜日 71.2 4.2 4.2 10.0 2.3

火曜日 83.7 3.5 5.4 13.7 2.1

水曜日 67.1 3.7 5.2 12.9 2.5

木曜日 73.8 5.7 4.4 12.6 1.8

金曜日 75.9 5.9 4.0 14.2 2.4

土曜日 44.5 4.2 4.1 6.0 1.4

日曜日 32.7 4.4 3.2 3.4 1.2

週の合計 448.9 31.6 30.5 72.8 13.7

曜日 身体介護
生活援助

買い物 調理・配膳 掃除 その他

月曜日 0.4 0.7 0.0 3.8 0.5

火曜日 0.8 1.4 0.4 4.4 0.2

水曜日 1.5 2.0 0.0 4.1 0.0

木曜日 1.4 0.8 0.4 5.8 0.5

金曜日 0.8 2.7 0.0 2.1 0.2

土曜日 0.7 0.0 0.0 0.5 0.6

日曜日 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

週の合計 5.6 7.6 0.8 20.7 2.0

単位：分

単位：分
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Ⅶ 調査結果を踏まえた課題の分析

１ 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査結果概要

（１）生活の状況について

リスク判定（※判定基準については、次ページ以降に記載）では、各項目内で点数等を設定し、一

定の基準を上回った場合等にリスクの有無を算出しています。

以下は、各リスクに該当する割合を示しています。

図表１－１ 機能別リスク該当者割合

図表１－２ 日常生活におけるリスク該当者割合

※手段的自立（ＩＡＤＬ）は、買物や料理のように複雑な日常動作を意味している。

リスク項目 ９期（％） 10 期（％）

①運動器 11.7 11.4

②転倒 26.1 28.6

③閉じこもり 12.1 13.4

④低栄養 - 1.5

⑤口腔機能 - 34.8

⑥認知 39.6 36.0

⑦うつ 35.3 35.3

リスク項目 ９期（％） 10 期（％）

⑧手段的自立（ＩＡＤＬ） 13.0 10.0

機能別リスクについては、「転倒」のリスク該当者が第９期調査時よりも高くなっています。

健康状態については、約 8 割が「とてもよい」 「まあよい」と回答しています。また、健康状態が良好

な層ほど幸福度が高い傾向にあり、要介護認定を受けていない層の方が高い幸福度を示す傾向が

あります。

経済状況については、全体では「ふつう」が約６割を占めますが、１人暮らし世帯では経済的な不

安を抱える割合が、夫婦世帯と比較して高い傾向にあります。

日常生活の困りごとについては、「日常の力仕事（家具の移動など）」や「庭の手入れ」「外出の際

の移動手段」などが、多くの高齢者にとって共通の課題となっています。特に要支援者においては、日

常生活のあらゆる項目で困りごとを抱える割合が一般高齢者よりも顕著に高く、個別のニーズに応じ

たきめ細やかなサポート体制が必要となっています。
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①運動器

【判定基準：以下の５項目のうち３項目以上に該当する人を運動器のリスク該当者と判定】

②転倒

【判定基準：以下の項目に該当する人を転倒のリスク該当者と判定】

③閉じこもり

【判定基準：以下の項目に該当する人を閉じこもりのリスク該当者と判定】

④低栄養

【判定基準：以下の２項目のうち２項目に該当する人を低栄養のリスク該当者と判定】

⑤口腔機能

【判定基準：以下の３項目のうち２項目に該当する人を口腔機能のリスク該当者と判定】

⑥認知

【判定基準：以下の項目に該当する人を認知のリスク該当者と判定】

番号 設問内容 該当する選択肢

問２（１） 階段を手すりや壁をつたわらずに昇っていますか ３．できない

問２（２） 椅子に座った状態から何もつかまらずに立ち上がっていますか ３．できない

問２（３） 15 分位続けて歩いていますか ３．できない

問２（４） 過去 1 年間に転んだ経験がありますか
１．何度もある

２．１度ある

問２（５） 転倒に対する不安は大きいですか
１．とても不安である

２．やや不安である

番号 設問内容 該当する選択肢

問２（４） 過去 1 年間に転んだ経験がありますか
１．何度もある

２．１度ある

番号 設問内容 該当する選択肢

問２（６） 週に 1 回以上は外出していますか
１．ほとんど外出しない

２．週１回

番号 設問内容 該当する選択肢

問３（１） 現在のあなたの身長・体重を教えてください ＢＭＩ18.5 未満

問３（６） ６か月間で２～３kg 以上の体重減少がありましたか １．はい

番号 設問内容 該当する選択肢

問３（２） 半年前に比べて固いものが食べにくくなりましたか １．はい

問３（３） お茶や汁物等でむせることがありますか １．はい

問３（４） 口の渇きが気になりますか １．はい

番号 設問内容 該当する選択肢

問４（１） 物忘れが多いと感じますか １．はい
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⑦うつ

【判定基準：以下の２項目のうち１項目以上に該当する人をうつのリスク該当者と判定】

⑧手段的自立（ＩＡＤＬ）

【判定基準：以下の設問において「１」又は「２」を回答した場合を１点として５点満点で評価】

※５点を「高い」、４点を「やや低い」、３点以下を「低い」と評価し、４点以下を手段的自立（ＩＡＤＬ）の低下者

と評価（老研式活動能力指標）

図表１－３ 健康状態について（問７（１））

図表１－４ 幸福度について（問７（２）健康状態別）

とてもよい

14.9%

まあよい

66.4%

あまりよくな

い

13.9%

よくない

2.3%

無回答

2.6%

(n=3,405)

番号 設問内容 該当する選択肢

問７（３）
この 1 か月間、気分が沈んだり、ゆううつな気持ちになったりする

ことがありましたか
１．はい

問７（４）
この 1 か月間、どうしても物事に対して興味がわかない、あるいは

心から楽しめない感じがよくありましたか
１．はい

番号 設問内容 該当する選択肢

問４（２） バスや電車を使って 1 人で外出していますか（自家用車でも可）
１．できるし、している

２．できるけどしていない

問４（３） 自分で食品・日用品の買物をしていますか
１．できるし、している

２．できるけどしていない

問４（４） 自分で食事の用意をしていますか
１．できるし、している

２．できるけどしていない

問４（５） 自分で請求書の支払いをしていますか
１．できるし、している

２．できるけどしていない

問４（６） 自分で預貯金の出し入れをしていますか
１．できるし、している

２．できるけどしていない

3.6%

38.2%

57.0%

1.2%

21.5%

50.0%

26.1%

2.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

0～4点

5～7点

8～10点

無回答

よい(n=2,715) よくない(n=548)
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図表１－５ 健康状態について（問７（２）認定別）

図表１－６ 経済状況について（問１（１）世帯別）

図表１－７ 経済状況について（問１（１）１人暮らしの経年）

5.9%

39.8%

47.9%

6.4%

3.9%

26.9%

66.4%

2.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

0～4点

5～7点

8～10点

無回答

要支援者、総合事業対象者(n=236) 認定は受けていない(n=3,125)

6.5%

8.3%

5.1%

7.1%

7.1%

6.3%

7.6%

20.7%

25.5%

18.1%

17.1%

13.4%

25.0%

21.6%

59.9%

54.6%

62.4%

67.1%

67.0%

60.1%

61.9%

10.1%

9.1%

13.0%

8.6%

9.8%

6.8%

8.2%

1.1%

1.5%

1.2%

1.3%

0.7%

0.6%

1.7%

0.9%

0.2%

1.3%

1.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=3,405)

１人暮らし(n=787)

夫婦２人暮らし（配偶者６５歳以上）(n=1,307)

夫婦２人暮らし（配偶者６４歳以下）(n=140)

息子・娘夫婦との同居(n=224)

独居の息子・娘との同居(n=572)

その他(n=328)

大変苦しい やや苦しい ふつう ややゆとりがある 大変ゆとりがある 無回答

10.5%

8.3%

25.5%

25.5%

54.3%

54.6%

7.4%

9.1%

1.5%

1.5%

0.9%

0.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

９期(n=812)

10期(n=787)

大変苦しい やや苦しい ふつう ややゆとりがある 大変ゆとりがある 無回答
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図表１－７ 日常生活で困っていること（問４（９）要支援別）

17.6%

8.1%

7.8%

6.9%

6.6%

6.3%

5.7%

4.5%

3.8%

3.0%

2.7%

0.6%

4.1%

54.3%

4.7%

15.7%

7.5%

6.8%

5.2%

6.0%

6.1%

4.6%

3.8%

3.4%

2.7%

1.9%

0.6%

4.0%

57.1%

4.5%

38.5%

23.1%

15.4%

23.1%

7.7%

0.0%

0.0%

7.7%

7.7%

7.7%

7.7%

0.0%

7.7%

38.5%

7.7%

40.6%

17.2%

15.6%

28.1%

17.2%

10.2%

14.8%

14.1%

7.8%

5.5%

8.6%

0.8%

4.7%

18.0%

7.8%

44.2%

17.9%

27.4%

30.5%

13.7%

8.4%

28.4%

14.7%

11.6%

7.4%

17.9%

1.1%

4.2%

14.7%

5.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

日常の力仕事（家具の移動など）

公的機関での手続き

庭の手入れ

外出の際の移動手段

電化製品の扱い方

税金の支払い

掃除・洗濯・衣類の整理・食事の準備

話し相手がいない

近所に買い物をする場所がない

財産や金銭の管理

日々のごみ出し

ペットの世話

その他

困っていることはない

無回答

全体(n=3,405) 一般高齢者(n=3,125) 総合事業対象者(n=13) 要支援１(n=128) 要支援２(n=95)
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（２）介護・介助について

図表２－１ 介護・介助の状況（問１（２）年齢別）

図表２－２ 転倒への不安（問２（５）年齢別）

84.9%

95.4%

93.1%

86.1%

78.1%

60.3%

48.9%

8.2%

1.9%

3.2%

7.7%

11.5%

24.4%

29.3%

4.7%

2.1%

1.9%

4.0%

7.8%

10.9%

15.2%

2.2%

0.6%

1.8%

2.2%

2.7%

4.5%

6.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=3,405)

65〜69歳(n=806)

70〜74歳(n=740)

75〜79歳(n=818)

80〜84歳(n=593)

85〜89歳(n=312)

90歳以上(n=92)

介護・介助は必要ない

何らかの介護・介助は必要だが、現在は受けていない

現在、何らかの介護を受けている（介護認定を受けずに家族などの介護を受けている場合も含む。）

無回答

14.1%

7.6%

9.6%

13.1%

18.0%

31.1%

32.6%

40.3%

35.0%

39.2%

43.5%

42.5%

42.0%

45.7%

27.9%

32.4%

30.1%

28.4%

26.1%

18.6%

12.0%

16.4%

24.6%

19.3%

13.9%

11.6%

6.4%

7.6%

1.3%

0.5%

1.8%

1.1%

1.7%

1.9%

2.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=3,405)

65〜69歳(n=806)

70〜74歳(n=740)

75〜79歳(n=818)

80〜84歳(n=593)

85〜89歳(n=312)

90歳以上(n=92)

とても不安である やや不安である あまり不安でない 不安でない 無回答

年齢が上がるにつれて、介護・介助の必要性が増加しています。転倒への不安については、全体の

約５割が転倒に対して「とても不安」又は「やや不安」を感じています。特に 8 5 歳以上の高齢層にお

いては、合計で約８割が不安を抱えており、転倒予防対策が重要となっています。

現在治療中又は後遺症のある病気として、「高血圧」 （4 2 .8 ％）が最も多く、次いで、「目の病気」

（1 6 .9％）「高脂血症」（1 5 .3 ％）となっています。生活習慣病を抱える高齢者が多く、継続的な健康

管理が求められます。

今後の生活については、「現在の住まいで、介護保険等の公的サービスの利用を中心に生活した

い」とする回答が９期から増加しています。一方で、家族の介護を中心としたいとする回答は減少傾向

にあり、公的サービスを活用して住み慣れた場所で生活を続けたいという意向が強まっています。

以上のことから、高齢者は転倒不安や慢性疾患を抱えつつも、住み慣れた自宅で公的サービスを

活用しながら生活を継続したいというニーズが明確になっています。今後は、転倒予防の強化や、在

宅生活を支えるための公的サービスのさらなる拡充・周知が重要と考えられます。
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図表２－３ 現在治療中、または後遺症のある病気（問７（６））

図表２－４ 介護生活の希望（問１（５））

42.8%

16.9%

15.3%

14.3%

11.8%

10.1%

7.6%

6.6%

6.3%

5.9%

4.4%

4.2%

3.9%

1.8%

1.3%

0.5%

0.4%

10.2%

17.7%

3.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

高血圧

目の病気

高脂血症（脂質異常）

糖尿病

筋骨格の病気（骨粗しょう症、関節症など）

心臓病

腎臓・前立腺の病気

耳の病気

呼吸器の病気（肺炎や気管支炎など）

胃腸・肝臓・胆のうの病気

外傷（転倒・骨折など）

がん（悪性新生物）

脳卒中（脳出血・脳梗塞など）

血液・免疫の病気

うつ病

認知症(アルツハイマー病など)

パーキンソン病

その他

ない

無回答

10.1%

6.3%

47.4%

54.0%

2.0%

2.2%

16.3%

16.9%

1.1%

1.6%

17.0%

17.3%

6.0%

1.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

９期(n=3,507)

10期(n=3,405)

現在の住まいで、介護保険等の公的サービスを利用せずに、家族の介護を中心に受けながら生活したい

現在の住まいで、介護保険等の公的サービスの利用を中心に生活したい

現在の住まいで、公的サービス以外のボランティア等の支援を受けて生活したい

特別養護老人ホームや有料老人ホーム等の施設に入所して生活したい

その他

わからない

無回答

n=3,405
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（３）外出について

図表３－１ 外出頻度について（問２（６））

図表３－２ 昨年と比べた外出回数について（問２（７））

4.3%

3.5%

15.3%

2.0%

6.3%

9.1%

8.1%

22.5%

5.8%

11.9%

43.8%

43.5%

45.8%

38.6%

47.9%

41.5%

43.8%

13.6%

52.8%

32.2%

1.3%

1.2%

3.0%

0.8%

1.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=3,405)

一般高齢者(n=3,125)

要支援者及び総合事

業対象者(n=236)

前期高齢者(n=1,546)

後期高齢者(n=1,815)

ほとんど外出しない 週１回 週２～４回 週５回以上 無回答

3.7%

2.6%

16.9%

1.6%

5.3%

20.4%

18.8%

42.8%

15.1%

25.0%

36.7%

37.6%

23.7%

34.6%

38.3%

37.8%

39.9%

13.6%

47.5%

30.0%

1.3%

1.2%

3.0%

1.1%

1.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=3,405)

一般高齢者(n=3,125)

要支援者及び総合事

業対象者(n=236)

前期高齢者(n=1,546)

後期高齢者(n=1,815)

とても減っている 減っている あまり減っていない 減っていない 無回答

外出頻度については、要支援者及び総合事業対象者で「ほとんど外出しない」が 1 5 .3 % 、「週１

回」が 2 2 .5 % となっており、一般高齢者と比較して外出頻度が著しく低い状況にあります。支援が必

要な層への外出支援が重要となっています。

外出回数の変化については、後期高齢者において「減っている」と回答した割合が 2 5 .0 % となって

おり、経年的な活動量の低下が懸念されます。また、要支援者及び総合事業対象者で「とても減って

いる」と「減っている」の合計が約 6 割以上で、外出機会の減少が顕著となっています。

主な移動手段については、徒歩や公共交通機関（電車・バス）の利用が中心となっていますが、自

動車の運転も一定数存在しています。一方で、タクシーや病院・施設のバス、歩行器・シルバーカーな

どの利用は限定的となっています。移動手段の確保は外出頻度に直結するため、徒歩圏内の環境整

備や公共交通の利便性向上が引き続き求められます。
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図表３－３ 移動手段について（問２（８））

（４）地域活動について

72.7%

52.9%

36.8%

30.3%

29.8%

19.0%

12.4%

3.6%

3.3%

1.6%

0.3%

0.1%

0.8%

0.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

徒歩

電車

自動車（自分で運転）

路線バス

自転車（レンタル自転車含む。）

自動車（人に乗せてもらう）

タクシー

バイク

病院や施設のバス

歩行器・シルバーカー

車いす

電動車いす（カート）

その他

無回答

地域活動への参加率については、第 8 期から第 1 0 期にかけて全体的に上昇傾向にあります。「収

入のある仕事」は 3 0 .1 % と最も高く、継続して増加しています。また、「介護予防のための通いの場」

は 8 .1 ％となっており、８期及び９期と比較して、大幅に増加しています。「介護予防のための通いの

場」への参加率が上昇している点は、健康寿命の延伸に向けた良好な傾向と言えます。今後も年齢に

応じた多様な選択肢を提示していくことが求められます。

地域活動への参加意向については、女性の方が「是非参加したい」 （ 9 .6 % ）及び「参加してもよ

い」 （ 4 9 .4 % ）の合計割合が高く、活動への関心が比較的高い傾向にあります。年齢別では、6 5〜

6 9 歳の「参加してもよい」が 5 6 .7 % と最も高く、活動意欲がうかがえます。一方で、年齢が上がるに

つれて「参加したくない」と回答する割合が緩やかに増加する傾向が見られます。「参加してもよい」と

考えている層が全体の過半数を占めていることは大きな強みとなっています。これらの層を実際の活

動へつなげるためのマッチングや情報の周知方法を強化することが重要となっています。

n=3,405
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図表４－１ 各地域活動の参加率（問５（１））

図表４－２ 地域活動への参加者としての参加意向（問５（２））

7.5%

4.9%

9.6%

7.2%

5.7%

7.9%

9.1%

6.4%

10.9%

50.2%

51.1%

49.4%

56.7%

53.8%

47.3%

46.0%

43.9%

37.0%

34.7%

37.7%

32.4%

32.6%

34.5%

36.7%

34.2%

36.5%

39.1%

3.7%

3.2%

4.1%

1.1%

3.1%

4.0%

5.9%

6.1%

5.4%

3.9%

3.1%

4.5%

2.4%

3.0%

4.0%

4.7%

7.1%

7.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=3,405)

男性(n=1,556)

女性(n=1,805)

65〜69歳(n=806)

70〜74歳(n=740)

75〜79歳(n=818)

80〜84歳(n=593)

85〜89歳(n=312)

90歳以上(n=92)

是非参加したい 参加してもよい 参加したくない 既に参加している 無回答

番号 ８期(n=3,566) ９期(n=3,507) 10 期(n=3,405)

①ボランティアのグループ 6.8 5.3 12.5

②スポーツ関係のグループやクラブ 20.9 19.5 24.3

③趣味関係のグループ 26.4 24.1 26.8

④学習・教養サークル 6.4 6.3 9.5

⑤介護予防のための通いの場 3.0 3.2 8.1

⑥老人クラブ 3.5 3.2 4.8

⑦町内会・自治会 10.8 12.2 17.7

⑧収入のある仕事 17.8 24.6 30.1

単位：％
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（５）認知症について

図表５－１ 自分または家族の認知症状の有無（問８（１）経年）

図表５－２ 認知症に関する相談窓口の認知度（問８（２））

7.8%

10.4%

90.0%

86.3%

2.3%

3.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

９期(n=3,507)

10期(n=3,405)

はい いいえ 無回答

39.5%

38.5%

28.2%

19.9%

2.8%

2.8%

2.1%

0.9%

30.0%

4.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

医療機関（病院、診療所など）

地域包括支援センター

市役所

ケアマネジャー

地域の認知症サポーター

地域の認知症の方本人やその家族が集う場

（オレンジカフェなど）

「認知症の人と家族の会」による相談窓口

その他

どれも知らない

無回答

自分または家族に認知症状があると回答した割合は 1 0 .4％で増加しています。

認知症に関する相談窓口として、「医療機関」（3 9 .5 % ）や「地域包括支援センター」（ 3 8 .5 % ）の

認知度は比較的高い一方、「どれも知らない」と回答した層も 3 0 % となっており、情報周知に課題が

見受けられます。また、地域資源である「認知症サポーター」や「オレンジカフェ」などの認知度は２%

台にとどまっています。

住み慣れた地域での継続について、「そう思う」 「どちらかというとそう思う」を合わせると約７割が

肯定的な回答をしています。希望を持って自分らしく暮らすことについては、「そう思う」 「どちらかとい

うとそう思う」を合わせると５割以上が肯定的な回答をしていますが、地域での継続に比べると、自分

らしく暮らすことへの期待値はやや低い傾向にあります。

以上のことから、相談窓口の周知徹底とともに、認知症になっても「自分らしく」暮らし続けられると

いう希望や環境づくりに向けた支援の強化が求められていることがうかがえます。

n=3,405
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図表５－３ 認知症になっても住み慣れた地域で暮らし続けることができると思うか（問８（７））

図表５－４ 認知症になっても希望を持って自分らしく暮らし続けることができると思うか（問８（８））

24.4%

30.1%

19.6%

22.1%

26.6%

42.7%

41.5%

43.8%

48.8%

37.6%

12.2%

11.6%

12.5%

9.7%

14.0%

15.3%

12.7%

17.6%

16.4%

14.4%

5.4%

4.1%

6.5%

3.0%

7.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=3,405)

男性(n=1,556)

女性(n=1,805)

前期高齢者(n=1,546)

後期高齢者(n=1,815)

そう思う どちらかというと、そう思う そう思わない どちらかというと、そう思わない 無回答

14.8%

17.0%

12.9%

12.1%

17.1%

40.4%

40.9%

40.4%

44.8%

37.1%

20.2%

21.9%

18.4%

18.8%

21.1%

19.7%

16.4%

22.5%

21.5%

18.1%

4.9%

3.9%

5.8%

2.8%

6.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=3,405)

男性(n=1,556)

女性(n=1,805)

前期高齢者(n=1,546)

後期高齢者(n=1,815)

そう思う どちらかというと、そう思う そう思わない どちらかというと、そう思わない 無回答
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（６）人生会議（アドバンス・ケア・プランニング／ＡＣＰ）について

図表６－１ 自身の人生の最期を早い段階から考えることについてどう思うか（問１０（１））

58.0%

37.7%

12.4%

10.7%

9.7%

5.8%

1.0%

0.9%

1.9%

16.6%

1.9%

4.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

日頃から考える必要がある

大事なことだとは思うが、あまり考えたくない

漠然とした怖さがある

最期を想像できない

考えると落ち込みそう

きっかけがない

周囲の人が考えればよい

縁起が悪い

その他

何をすればよいか、わからない

考える必要はない

無回答

自身の人生の最期を早い段階から考えることについて、「日頃から考える必要がある」と回答した

割合が約６割となっている一方で、「大事なことだとは思うが、あまり考えたくない」（ 3 7 .7 % ）、「漠然

とした怖さがある」 （ 1 2 .4 % ） 、「何をすればよいか、わからない」（ 1 6 .6 % ） といった回答も一定数存

在しており、重要性は認識しつつも、心理的ハードルや具体的な手法の不明確さが障壁となっている

現状がうかがえます。

人生の最期を考えた際に不安に思うことについては、「家族に関すること」が 3 1 .0 % で最も多く、次

いで「 相続に関すること 」 （ 1 5 .2 % ） 、「 住まいに関すること 」 （ 1 5 .2 % ） 、「 葬儀に関すること 」

（ 1 4 .3 % ） 、「お墓に関すること」 （ 1 3 .2 % ） となっています。一方で「特に不安はない」と回答した割

合も 3 4 .9 % となっており、不安の内容は多岐にわたっています。

人生の最終段階で受けたい医療・ケアについては、家族等と「詳しく話し合っている」及び「多少は

話し合っている」と回答した割合を合計しても、全体で約４割に留まっています。また、話し合いが進ん

でいない理由として、「話し合うきっかけがない」という回答が全体の約３割を占めており、最大の影響

要因となっています。さらに、「知識がないため、何を話し合うか分からない」と回答した割合も約１割

となっており、情報提供や対話の機会創出が必要となっています。

n=3,405
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図表６－２ 人生の最期を考えたとき、不安に思うこと（問１０（２））

図表６－３ 人生の最終段階で受けたいい医療・ケアについて話し合っているか（問１０（３））

31.0%

15.2%

15.2%

14.3%

13.2%

6.6%

2.6%

2.6%

34.9%

6.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

家族に関すること

相続に関すること

住まいに関すること

葬儀に関すること

お墓に関すること

身辺整理などを頼める人がいないこと

ペットに関すること

その他

特に不安はない

無回答

4.2%

4.0%

4.3%

3.0%

5.1%

38.1%

33.2%

42.3%

37.2%

38.8%

2.0%

2.8%

1.3%

1.8%

2.1%

8.5%

11.6%

5.8%

9.6%

7.5%

28.2%

29.2%

27.5%

31.7%

25.4%

10.8%

12.1%

9.5%

10.3%

11.0%

2.7%

2.6%

2.8%

3.2%

2.2%

5.6%

4.6%

6.5%

3.0%

7.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=3,405)

男性(n=1,556)

女性(n=1,805)

前期高齢者(n=1,546)

後期高齢者(n=1,815)

詳しく話し合っている 多少は話し合っている

話したくない 話し合う必要性を感じていない

話し合うきっかけがない 知識がないため、何を話し合うか分からない

その他 無回答

n=3,405



171

（７）介護予防について

図表７－１ 自身で行っている取組について（問１１（１））

35.9%

19.7%

12.6%

10.8%

4.6%

2.6%

2.1%

0.7%

8.9%

38.0%

2.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

ウォーキング、ランニング等

クロスワードパズル等、自宅で取り組めるもの

民間のスポーツクラブなどへの参加

サークル活動等への参加

ボランティア活動への参加

市で行っている

「フレッシュトレーニング教室」への参加

市で行っている

「フレイル予防のためのいきいき教室」への参加

市で行っている

「けんこうサロン（栄養改善講座）」への参加

その他

特に取り組んでいない

無回答

個人の取組として「ウォーキング、ランニング等」人が 3 5 .9 % と最も多く、次いで、「クロスワードパ

ズル等、自宅で取り組めるもの」（ 1 9 .7 % ）、「民間のスポーツクラブなどへの参加」（ 1 2 .6 ％）となっ

ています。一方で、「特に取り組んでいない」と回答した割合が約４割となっており、また、市が実施す

る各種教室（フレッシュトレーニング教室等）への参加率は、いずれも 3 % 未満と低い水準となってい

ます。

取組による成果と効果については、「体力が向上した」 「気持ちが前向きになった」 「仲間が増え

た」などの前向きな意見が多くなっています。

市の介護予防教室への参加意向については、「実施場所が自宅から近いもの」が 4 4 .5 % と最多

であり、次いで、「継続して参加できるもの」（ 2 8 .2 % ）、「送迎があるもの」（ 2 0 .5 % ）となっています。

一方で、現状では「特に思いつかない」との回答も 3 5 .4 % あり、市民のニーズに合致したアクセスの

良い教室運営が、今後の普及の鍵となります。

n=3,405
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図表７－２ 取組によって、どんな成果や効果があったか（問１１（２））

図表７－３ どのような市の介護予防教室であれば、参加したいと思うか（問１１（３））

20.8%

19.1%

18.3%

17.1%

16.7%

2.7%

1.8%

1.3%

3.5%

10.4%

27.3%

9.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

体力が向上した

気持ちが前向きになった

仲間が増えた

家でも体操などをするようになった

外出の回数が増えた

成果は感じなかった

通院回数が減った

薬を飲む量が減った

その他

わからない

特に取り組んでいない

無回答

44.5%

28.2%

20.5%

18.7%

13.7%

4.7%

1.9%

35.4%

3.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

実施場所が自宅から近いもの

継続して参加できるもの

送迎があるもの

他の人と交流ができるもの

期間を決めて計画的に取り組めるもの

自宅で指導してくれるもの

その他

特に思いつかない

無回答

n=3,405

n=3,405
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２ 在宅介護実態調査結果概要

（１）在宅介護の状況、必要と感じるサービス内容について

図表１―１ 世帯類型（Ａ票問１要介護度）

図表１－２ 介護頻度（Ａ票問２世帯別）

11.6%

16.4%

13.4%

5.8%

13.4%

21.4%

12.3%

7.9%

14.2%

16.1%

10.9%

15.2%

45.5%

36.2%

43.0%

54.8%

2.6%

0.6%

2.8%

4.0%

12.0%

9.0%

17.3%

11.2%

0.5%

0.4%

0.9%

0.2%

0.3%

0.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=1,056)

単身世帯(n=323)

夫婦のみ世帯

(n=284）

その他(n=429)

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 無回答

18.3%

33.4%

18.0%

7.9%

9.3%

19.2%

6.7%

3.7%

10.1%

18.9%

7.7%

4.9%

6.0%

7.1%

4.9%

5.8%

52.4%

17.3%

59.9%

75.1%

4.0%

4.0%

2.8%

2.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=1,056)

単身世帯(n=323)

夫婦のみ世帯

(n=284）

その他(n=429)

ない

家族・親族の介護はあるが、週に１日よりも少ない

週に１～２日ある

週に３～４日ある

ほぼ毎日ある

無回答

世帯類型と要介護度については、全体では「要介護 3 」の割合が最も多くなっています。介護頻度

については、全体では「ほぼ毎日」介護を行っている世帯が５割を超えており、要介護度が重度になる

ほど、介護頻度が高まる傾向にあります。

現状の介護内容については、「掃除、洗濯、買い物等の家事」や「金銭管理・手続き」、「外出の付

き添い」などが上位を占めており、日常生活全般の支援が中心となっています。介護者が抱える不安

としては「認知症への対応（3 3 .4 % ） 」が最も多く、次いで、「外出の付き添い」（ 2 4 .4 % ） 、「夜間の

排泄介助」（2 3 .5 % ）となっています。

今後の生活継続にあたっては、「移送サービス」 （ 2 4 .9 % ）や「外出同行」（ 2 2 .8 % ）といった移動

支援を求める声が多く、外出へのサポートが重要な課題となっています。

訪問診療を利用している割合は全体で約２割にとどまっており、要介護度が高まるにつれて利用率

が上がる傾向にありますが、依然として利用していない層が多数を占めています。
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図表１－３ 介護頻度（Ａ票問２要介護度）

図表１－４ 訪問診療の利用について（Ａ票問 12 要介護度）

45.1%

9.0%

10.1%

13.3%

8.6%

5.7%

14.0%

9.0%

8.2%

6.1%

6.0%

5.7%

12.9%

64.7%

69.2%

8.7%

2.7%

1.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

要支援１から２

(n=264)

要介護１から２

(n=631)

要介護３から５

(n=159)

ない
家族・親族の介護はあるが、週に１日よりも少ない
週に１～２日ある
週に３～４日ある
ほぼ毎日ある
無回答

22.3%

13.9%

16.9%

20.7%

25.6%

18.5%

26.0%

60.0%

76.7%

85.2%

79.6%

78.0%

74.2%

81.5%

73.2%

40.0%

0.9%

0.8%

3.5%

1.3%

0.2%

0.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=1,056)

要支援1(n=122)

要支援2(n=142)

要介護1(n=150)

要介護2(n=481)

要介護3(n=27)

要介護4(n=127)

要介護5(n=5)

利用している 利用していない 無回答
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図表１－５ 現在行っている介護（Ａ票問６）

図表１－６ 今後の在宅生活の継続に必要と感じる支援・サービス（Ａ票問９）

80.0%

74.8%

69.1%

65.3%

41.9%

30.8%

22.2%

17.7%

16.4%

15.5%

15.0%

12.8%

9.5%

7.7%

4.1%

0.7%

1.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

その他の家事（掃除、洗濯、買い物 等）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

外出の付き添い、送迎等

食事の準備（調理等）

服薬

認知症状への対応

衣服の着脱

入浴・洗身

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

屋内の移乗・移動

日中の排泄

夜間の排泄

食事の介助（食べる時）

医療面での対応（経管栄養、ストーマ 等）

その他

わからない

無回答

24.9%

22.8%

14.8%

12.5%

12.3%

10.7%

9.8%

8.3%

6.8%

3.5%

35.9%

5.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

移送サービス（介護・福祉ﾀｸｼｰ等）

外出同行（通院、買い物など）

見守り、声かけ

配食

掃除・洗濯

買い物（宅配は含まない）

ゴミ出し

サロンなどの定期的な通いの場

調理

その他

特になし

無回答

n=821

n=1,056
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図表１－７ 不安に感じる介護（Ｂ票問５）

（２）施設への入所・入居希望について

33.4%

24.4%

23.5%

17.9%

15.8%

11.8%

9.5%

9.0%

7.9%

7.9%

4.1%

3.8%

2.6%

1.7%

3.7%

13.4%

7.4%

0.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

認知症状への対応

外出の付き添い、送迎等

夜間の排泄

日中の排泄

入浴・洗身

屋内の移乗・移動

食事の準備（調理等）

その他の家事（掃除、洗濯、買い物 等）

服薬

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

食事の介助（食べる時）

医療面での対応（経管栄養、ストーマ 等）

衣服の着脱

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

その他

不安に感じていることは、特にない

主な介護者に確認しないと、わからない

無回答

施設入所・入居の検討状況については、全体として、約８割が「入所・入居は検討していない」と回

答しており、実際に検討している割合や申し込み済みの割合は少数に留まっています。要介護度によ

る大きな差異は見られず、いずれの区分においても「検討していない」が約 8 割を占めています。世帯

別では、単身世帯が他の世帯構成と比較して「入所・入居を検討している」割合がやや高く、施設利

用への関心が相対的に高い傾向が見られます。

n=821
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図表２－１ 施設の入所状況（Ａ票問 10 要介護度）

図表２－２ 施設の入所状況（Ａ票問 10 世帯別）

図表２－３ 施設の入所状況（Ａ票問 10 経年）

77.3%

79.7%

78.6%

14.8%

16.2%

17.0%

1.1%

3.2%

3.8%

6.8%

1.0%

0.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

要支援１から２(n=264)

要介護１から２(n=631)

要介護３から５(n=159)

入所・入居は検討していない 入所・入居を検討している すでに入所・入居申し込みをしている 無回答

78.9%

74.6%

81.3%

81.6%

16.0%

19.8%

13.0%

15.2%

2.7%

2.2%

2.8%

2.6%

2.4%

3.4%

2.8%

0.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=1,056)

単身世帯(n=323)

夫婦のみ世帯(n=284）

その他(n=429)

入所・入居は検討していない 入所・入居を検討している すでに入所・入居申し込みをしている 無回答

71.5%

78.9%

16.1%

16.0%

4.5%

2.7%

8.0%

2.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

９期(n=741)

10期(n=1,056)

入所・入居は検討していない 入所・入居を検討している すでに入所・入居申し込みをしている 無回答
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（３）主な介護者の「介護と仕事との両立について」

図表３－１ 介護者の勤務形態について（Ｂ票問１）

図表３－２ 介護者の働き方の調整について（Ｂ票問２経年）

図表３－３ 仕事と介護の両立について（Ｂ票問４）

28.0% 15.7% 47.5%

1.8%

6.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=821)

フルタイムで働いている パートタイムで働いている

働いていない 主な介護者に確認しないと、わからない

無回答

25.7%

27.9%

51.0%

48.7%

5.3%

4.5%

4.5%

2.2%

3.7%

6.7%

9.8%

10.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

９期(n=245)

10期(n=359)

問題なく、続けていける 問題はあるが、何とか続けていける

続けていくのは、やや難しい 続けていくのは、かなり難しい

主な介護者に確認しないと、わからない 無回答

番号 ８期(n=278) ９期(n=245) 10 期(n=359)

特に行っていない 34.5 35.9 39.3

介護のために、「労働時間を調整（残業免除、短時間勤務、

遅出・早帰・中抜け等）」しながら、働いている
32.7 31.0 24.8

介護のために、「休暇（年休や介護休暇等）」を取りながら、

働いている
20.5 19.6 17.5

介護のために、「在宅勤務」を利用しながら、働いている 4.0 7.3 7.5

介護のために、上記以外の調整をしながら、働いている 16.2 15.5 12.3

主な介護者に確認しないと、わからない 5.4 2.0 5.0

無回答 0.7 4.5 2.2

単位：％

介護者の約５割が「働いていない」状況であり、フルタイム勤務は 2 8 .0 % 、パートタイムは 1 5 .7 %

となっています。働き方の調整については、「特に行っていない」とする割合が増加傾向にあります。一

方で、労働時間の調整や休暇取得など、何らかの調整を行っている割合は減少傾向にあります。

仕事と介護の両立が「難しい（やや難しい・かなり難しい）」と感じる介護者の割合は、増加してお

り、両立の継続が厳しくなっている現状がうかがえます。

介護者が求める支援として、「介護休業・介護休暇等の制度の充実」が最も高く、次いで「労働時

間の柔軟な選択」、「制度を利用しやすい職場づくり」などが挙げられています。これらのニーズは 9

期から 1 0 期にかけて継続して高い水準にあり、柔軟な働き方や休暇制度の整備が強く求められてい

ます。
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図表３－４ 仕事と介護の両立について（Ｂ票問３）

32.2%

25.7%

18.8%

21.2%

12.7%

6.1%

6.1%

5.3%

1.6%

18.4%

7.8%

6.9%

27.3%

24.2%

16.4%

14.8%

10.0%

8.1%

7.8%

3.9%

0.6%

16.7%

15.9%

8.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

介護休業・介護休暇等の制度の充実

労働時間の柔軟な選択（ﾌﾚｯｸｽﾀｲﾑ制など）

制度を利用しやすい職場づくり

介護をしている従業員への経済的な支援

自営業・フリーランス等のため、勤め先はない

働く場所の多様化（在宅勤務・テレワークなど）

仕事と介護の両立に関する情報の提供

介護に関する相談窓口・相談担当者の設置

その他

特にない

主な介護者に確認しないと、わからない

無回答

９期(n=245) 10期(n=359)
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３ 介護保険第２号被保険者向けアンケート調査結果概要

（１）介護について

図表１－１ 介護の有無について（問３（１）経年）

図表１－２ 介護保険サービスの利用有無について（問３（１）②経年）

12.5%

15.9%

86.6%

82.8%

0.9%

1.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

９期(n=694)

10期(n=757)

している していない 無回答

73.6%

79.2%

18.4%

13.3%

4.6%

7.5%

2.3%

1.7%

1.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

９期(n=87)

10期(n=120)

利用している 利用していない（利用方法は分かる）

利用していない（利用方法が分からない） その他

無回答

「介護をしている」と回答した割合は、増加しています。介護保険サービスを利用している割合は約

８割と多い一方で、「利用方法が分からない」と回答した方も一定数（7 .5 % ）存在しています。

介護に関する不安については、「身体的な負担・疲れ」、「経済的な不安」、「仕事との両立」が上位

を占めており、生活と介護を両立する上での心身及び経済的負荷が大きな懸念となっています。また、

「相談先がわからない」と回答した方が約３割となっています。

離職防止策については、「職場の理解やサポート」が 7 5 .0 % で最も多く、次いで「介護保険サービ

スの充実」（ 6 2 .9 % ） 、「補助金の支給」（ 6 2 .1 % ） となっています。在宅生活継続のために必要なこ

とについては、「デイサービスやショートステイなどの拡充」が突出しており、次いで、「病状悪化時の入

院体制整備」や「2 4 時間対応体制」など、医療・介護連携の強化が強く望まれています。

介護者への支援には、職場環境の整備といった環境面だけでなく、公的サービスの拡充や相談窓

口の周知・機能強化、医療と連携した緊急時のサポート体制構築が不可欠であると考えられます。
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図表１－３ 今後の介護についての不安（問３（２））

図表１－４ 介護を要因とした離職を防ぐために必要だと思うこと（問３（３））

74.0%

68.2%

67.2%

54.4%

41.0%

31.3%

21.4%

5.7%

2.4%

1.8%

0.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

身体的な負担・疲れ

経済的な不安

仕事との両立

自分の健康状態が悪化した時の手助け

自分の自由時間の確保

困りごと・悩みの相談先がわからない

ケアマネジャーや介護施設職員等、

介護の専門職の方との相性

介護保険等の公的サービスや

介護保険施設を利用することへの抵抗

その他

特に困ることはない

無回答

75.0%

62.9%

62.1%

53.4%

44.5%

44.4%

36.9%

26.0%

1.2%

1.3%

0.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

職場の理解やサポート

介護保険サービスの充実

補助金の支給

介護休暇、休職といった制度

家族のサポート

介護をする際の相談先

介護保険サービス以外の支援

メンタルヘルスの相談先

その他

特になし

無回答

n=757

n=757



182

図表１－５ 在宅での生活を続けていくために必要だと思うこと（問３（４））

（２）認知症について

61.2%

43.3%

36.3%

30.8%

26.8%

25.2%

22.5%

20.7%

1.6%

2.9%

0.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

家族の負担を軽減するための

デイサービスやショートステイなどの拡充

病状が悪化したときにいつでも

入院できる医療体制の整備

２４時間いつでも診てもらえる体制

市民向けの在宅医療・

在宅介護についての情報提供

相談窓口の充実

高齢者が安心して住める住居の整備

在宅医療・介護に関わる専門家同士の連携

介護休暇など現場の理解とサポート体制の充実

その他

わからない

無回答

相談窓口の認知度については、医療機関やケアマネジャー、地域包括支援センターの認知度は比

較的高い一方、「知らない」と回答した人も約３割存在します。

認知症へのイメージについては、「できるだけなりたくない（8 1 .4 % ） 」という認識が高い一方、「周

りの理解や支えがあれば安心して暮らせる」と考えている割合は 1 5 .6 % に留まっており、認知症に対

する不安やネガティブなイメージが根強いことがうかがえます。

認知症診断後の生活意向については、「できるだけ自立して生活したい」「住み慣れた地域で暮ら

し続けたい」といった、自分らしい生活の継続を望む声が上位を占めています。一方で、「家族に迷惑

をかけるので、すぐに施設に入りたい」と考える割合も約３割存在します。

「住み慣れた地域で暮らし続けられると思うか」という問いに対し、肯定的（「そう思う」「どちらかと

いうと、そう思う」）な回答が 6 5 .7 % に達しています。一方で、「希望を持って自分らしく暮らし続けられ

ると思うか」という問いに対しては、肯定的回答が計 4 4 .4 % に留まり、否定的な回答（計 5 4 .7 % ）が

半数を超えています。地域での生活継続はイメージできても、自分らしく希望を持って暮らすことには、

まだ多くの市民が不安を抱いている現状となっています。

n=757
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図表２－１ 認知症に関する相談窓口についての認知度（問５（１））

図表２－２ 認知症をどのように思うか（問５（３））

52.3%

37.3%

36.9%

31.7%

7.0%

4.6%

3.8%

0.1%

27.7%

0.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

医療機関（病院、診療所など）

ケアマネジャー

地域包括支援センター

市役所

地域の認知症の方本人やその家族が集う場

（オレンジカフェなど）

地域の認知症サポーター

「認知症の人と家族の会」による相談窓口

その他

知らない

無回答

81.4%

77.5%

60.4%

59.4%

52.4%

50.7%

39.5%

38.3%

27.9%

15.6%

0.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

認知症には、できるだけなりたくないと思う

認知症は誰にでも起こりうるもので、

特別なものではないと思う

認知症になると、家族や友人との関係が

変化することがあると思う

認知症になったら、

これまでと同じ生活を続けるのは難しいと思う

早めに気づいて対応すれば、

進行を遅らせることができると思う

認知症の予防には、

日頃の生活習慣が大切だと思う

認知症になっても、

できることや楽しめることはあると思う

認知症は、治らない病気だと思う

認知症は、もの忘れがひどくなる病気だと思う

周りの理解や支えがあれば

安心して暮らせると思う

無回答

n=757

n=757
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図表２－３ 認知症と診断されたら、その後どのように生活したいか（問５（４））

図表２－３ 認知症になってからも住み慣れた地域で暮らし続けることができると思うか（問５（６））

図表２－４ 認知症になっても希望を持って自分らしく暮らし続けることができると思うか（問５（７））

48.6%

48.1%

46.2%

45.3%

41.0%

29.7%

27.6%

13.3%

11.9%

11.8%

1.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

できるだけ自立して生活し、

必要な時だけ助けてほしい

困ったときに気軽に相談できる

人や場所を見つけたい

必要なサービスや支援を受けながら

住み慣れた地域で暮らし続けたい

忘れることが増えても、

色々な工夫をして生活したい

家族や周囲の人にも病気のことを伝え、

一緒にこれからの生活を考えたい

診断前と変わらず、

自分らしさを大切にして暮らしたい

家族や周りの人に迷惑をかけるので、

すぐに施設に入りたい

地域の活動やサークルなどの

社会活動に参加したい

近所の人や友人に知られたくない

同じ認知症の人と会って話をしてみたい

無回答

16.0% 49.7% 11.8% 22.2% 0.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=757)

そう思う どちらかというと、そう思う

そう思わない どちらかというと、そう思わない

無回答

8.2% 36.2% 18.5% 36.2% 0.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=757)

そう思う どちらかというと、そう思う

そう思わない どちらかというと、そう思わない

無回答

n=757
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（３）人生会議（アドバンス・ケア・プランニング／ＡＣＰ）について

図表３－１ 自身の人生の最期を早い段階から考えることについてどう思うか（問８（１））

60.8%

30.1%

20.6%

10.3%

9.6%

7.0%

1.7%

0.1%

2.1%

17.6%

1.1%

0.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

日頃から考える必要がある

大事なことだとは思うが、あまり

考えたくない

漠然とした怖さがある

最期を想像できない

考えると落ち込みそう

きっかけがない

縁起が悪い

周囲の人が考えればよい

その他

何をすればよいか、わからない

考える必要はない

無回答

自身の人生の最期を早い段階から考えることについては、日頃から考える必要がある」と回答した

割合が約６割である一方、約３割が「大事だとは思うが考えたくない」と回答しています。考える際の

障壁として「漠然とした怖さ」や「何をすればよいか分からない」が挙げられています。最終段階にお

ける不安の要因としては、「家族に関すること（ 5 7 .1 % ） 」が突出しており、次いで、住まい、相続、お

墓、葬儀が続いています。

「人生会議」の認知度は低く、「知らない」と回答した割合が約９割となっています。実際に人生の

最終段階の医療・ケアについて話し合っている割合は、「詳しく話し合っている」と「多少は話し合って

いる」を合計しても約３割となっています。話し合えていない理由としては、「知識がないため何を話し

合うか分からない（2 5 .2 % ） 」や「話し合うきっかけがない（3 9 .9 % ） 」が多く、具体的な情報提供や

対話の機会創出が課題となっています。

多くの市民が人生の最期を考える必要性を感じているものの、ACP という言葉の認知度は極めて

低く、具体的な行動に移せていない現状となっています。不安を解消するための情報提供や家族等と

話し合うための「きっかけ作り」の支援が求められています。

n=757
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図表３－２ 人生の最終段階を考えたとき、不安に思うこと（問８（３））

図表３－３ 人生会議（アドバンス・ケア・プランニング／ＡＣＰ）を知っていたか（問８（４））

図表３－４ 人生の最終段階で受けたい医療・ケアについて、話し合っているか（問８（５））

57.1%

26.6%

21.3%

21.0%

18.0%

15.5%

6.7%

3.4%

12.9%

0.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

家族に関すること

住まいに関すること

相続に関すること

お墓に関すること

葬儀に関すること

身辺整理などを頼める人がいないこと

ペットに関すること

その他

特に不安はない

無回答

3.2%

6.3% 89.6% 0.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(全体n=757)

知っている 聞いたことはあるがよく知らない 知らない 無回答

1.2%

24.8%

1.3%

4.8% 39.9% 25.2%

2.4%

0.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=757)

詳しく話し合っている 多少は話し合っている

話したくない 話し合う必要性を感じていない

話し合うきっかけがない 知識がないため、何を話し合うか分からない

その他 無回答

n=757



187

（４）市の施策等についてについて

図表４－１ 介護や高齢者に関する福祉に関心があるか（問７（１））

図表４－２ 自分が高齢者になったとき、どのような支援が必要だと思うか（問７（２））

10.3% 65.9% 4.4% 18.2% 1.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=757)

関心があり、制度を知っている 関心はあるが、制度をよく知らない

関心がない 考えたことがない

無回答

48.0%

31.4%

29.7%

29.5%

28.9%

23.1%

18.8%

15.5%

15.2%

12.4%

5.4%

1.5%

0.9%

1.8%

1.3%

0.7%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

介護状態になることの予防や

寝たきり予防のための支援

災害等の緊急時の支援

公的手続きなどの代行

健康づくりの支援

家事の援助

住まい確保の支援

買い物の代行

終活の支援

外出の支援

就労支援

地域活動の支援や参加促進

ボランティアの参加促進

教養向上のための支援

その他

必要ない

無回答

市民の介護・高齢者福祉に対する関心については、「関心があり、制度を知っている」と「関心はあ

るが、制度をよく知らない」の合計が、全体の約８割で、多くの市民が関心を持っています。一方で、制

度について十分な知識を持っている割合は限定的であり、情報提供や周知の余地があると言えます。

将来必要とされる支援については、「介護予防・寝たきり予防」が 4 8 .0％で最も高く、次いで、災害

時の支援（ 3 1 .4 % ） 、公的手続きの代行（ 2 9 .7 % ） 、健康づくりの支援（ 2 9 .5 % ） 、家事の援助

（2 8 .9 % ）などとなっています。

市民の多くは高齢期の生活に高い関心を持っていますが、制度の認知度は必ずしも高くない状況

です。また、介護予防や災害時の備えなど、個人の生活を直接支える実務的な支援に対するニーズが

非常に高い傾向にあります。

n=757
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４ 在宅生活改善調査結果概要

（１）過去１年間で自宅を離れた利用者について

図表１－１ 利用者の行き先別（事業所票 問３、経年）

図表１－２ 利用者の要介護度別（事業所票 問２）

1.1%

3.6% 22.7% 23.2% 19.6% 16.0% 12.4% 1.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

要支援1 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5 申請中・不明

項目

合計

９期 10 期

人数 割合 人数 割合

兄弟・子ども・親戚等の家 8 2.7 9 2.5

住宅型有料老人ホーム 28 9.4 45 12.5

軽費老人ホーム（特定施設除く） 1 0.3 1 0.3

サービス付き高齢者向け住宅（特定施設除く） 24 8.1 28 7.8

グループホーム 16 5.4 17 4.7

特定施設 17 5.7 44 12.2

地域密着型特定施設 0 0.0 0 0.0

介護老人保健施設 68 22.8 56 15.5

介護医療院 5 1.7 1 0.3

特別養護老人ホーム 40 13.4 55 15.2

地域密着型特別養護老人ホーム 4 1.3 1 0.3

病院・診療所（※一時的な入院を除く） - - 85 23.5

その他 16 5.4 8 2.2

行先を把握していない 71 23.8 11 3.0

合計 298 - 361 -

単位：人・％

在宅利用者が自宅を離れる主な要因として施設入居や医療機関への転院が挙げられます。特に

1 0 期においては、９期と比較して行先の把握率が向上した一方で、医療機関や特定施設への移行ニ

ーズが高まっています。今後、在宅生活を継続するための支援体制を検討するに当たっては、これらの

移行先に関する動向を注視し、適切なケアマネジメントや予防的な支援につなげることが重要となり

ます。
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（２）現在、在宅での生活の維持が難しくなっている利用者について

図表２－１ 生活の維持について（利用者票 問１-２）

図表２－２ 生活の維持が難しい利用者の属性（利用者票 問１-１、１-２、１-３）

85.5% 9.3%

0.2%

5.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

自宅等に居住／生活上の問題はない

自宅等に居住／生活の維持が難しい

サ高住・住宅型有料・軽費老人ホームに居住／生活の維持が難しい

サ高住・住宅型有料・軽費老人ホームに居住／生活上の問題はない

順
位
（
上
位
１
０
類
型
）

回
答
数

割
合

世帯類型 居所 要介護度

独
居

夫
婦
の
み
世
帯

単
身
の
子
ど
も
と
同
居

そ
の
他
世
帯

自
宅
等
（
持
ち
家
）

自
宅
等
（
借
家
）

サ
高
住
・
住
宅
型
有
料
・
軽
費

介
２
以
下

介
３
以
上

1 43 19.2 ★ ★ ★

2 34 15.2 ★ ★ ★

3 26 11.6 ★ ★ ★

4 24 10.7 ★ ★ ★

5 20 8.9 ★ ★ ★

6 15 6.7 ★ ★ ★

7 11 4.9 ★ ★ ★

7 11 4.9 ★ ★ ★

9 9 4.0 ★ ★ ★

10 6 2.7 ★ ★ ★

上記以外 25 11.2 -

合計 224 - -

利用者の約 9 .3 % が、自宅等において生活の維持が困難な状況にあると回答しています。

生活の維持が難しい利用者の属性については、要介護２以下が上位を占めています。

生活維持が困難な主な理由については、本人の状態では、「認知症の症状の悪化」 （ 5 2 .7 % ）が

最も多く、家族等介護者の状況では、「介護者の介護に係る不安・負担量の増大」（5 1 .3 % ）が最も

多くなっています。

在宅生活の維持が困難になる背景には、本人の認知症や身体状況の悪化に加え、家族介護者の

精神的・身体的な負担増大や介護スキルの限界といった「介護力の低下」が大きく影響していること

が示唆されています。
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図表２－３ 生活の維持が難しい理由（本人の状態に属する）（利用者票 問２-１）

図表２－４ 生活の維持が難しい理由（家族等介護者の意向・負担に属する）（利用者票 問２-３）

52.7%

40.6%

36.2%

34.8%

19.2%

5.8%

17.0%

0.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

認知症の症状の悪化

必要な身体介護の増大

その他､本人の状態等の悪化

必要な生活支援の発生･増大

医療的ｹｱ･医療処置の必要性の高まり

本人の状態等の改善

該当なし

無回答

51.3%

27.2%

25.9%

17.0%

17.0%

11.6%

25.0%

21.9%

1.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

介護者の介護に係る

不安･負担量の増大

家族等の介護等技術では

対応が困難

本人と家族等の関係性に

課題があるから

介護者が､一部の居宅ｻｰﾋﾞｽの

利用を望まないから

費用負担が重いから

家族等の就労継続が

困難になり始めたから

その他､家族等介護者の

意向等があるから

該当なし

無回答

n=224

n=224
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（３）生活改善に必要と考えられるサービスの種類について

図表３－１ 改善の余地があるサービス変更（利用者票 問３-１）

図表３－２ 生活の維持が難しい方に必要なサービス変更（利用者票 問３-２）

32.8%

25.9%

24.7%

21.8%

19.0%

18.4%

17.2%

17.2%

16.7%

14.9%

14.4%

12.1%

10.9%

9.2%

6.9%

5.7%

2.3%

1.1%

1.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

特別養護老人ﾎｰﾑ

住宅型有料

ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ

ｻ高住

ｼｮｰﾄｽﾃｲ

訪問診療

訪問看護

特定施設

訪問介護､訪問入浴

居宅療養管理指導

介護老人保健施設

訪問ﾘﾊ

通所介護､通所ﾘﾊ､認知症対応型通所

定期巡回ｻｰﾋﾞｽ

軽費老人ﾎｰﾑ

小規模多機能

夜間対応型訪問介護

看護小規模多機能

介護医療院

人数 割合

より適切な「在宅サービス」に変更する 29 15.6

より適切な「住まい・施設等」に変更する 104 55.9

より適切な「在宅サービス」もしくは「住まい・施設等」に変更する 41 22.0

上記では改善は難しいと思う 12 6.5

単位：人・％

生活改善のためにサービス変更を希望する方のうち、半数以上（ 5 5 .9 % ）が「住まい・施設等」へ

の変更を求めています。

生活維持が難しいと感じている利用者が、新たに必要と思われるサービスについては、「特別養護

老人ホーム」が 3 2 .8％で最も多く、次いで、「住宅型有料老人ホーム」（ 2 5 .9％）、「グループホーム」

（ 2 4 .7％）となっています。

全体として、在宅サービスよりも施設系・住まい系のサービスへのニーズが高い傾向が見受けられ

ます。

n=174
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５ 居所変更実態調査結果概要

（１）過去１年間の退去者について

図表１－１ 退去・退所者の居所変更・死亡の割合（問８）

（２）退去した理由について

図表２－１ 居所変更した理由（問 10）

86.7%

30.0%

20.0%

16.7%

13.3%

10.0%

10.0%

6.7%

0.0%

16.7%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

医療的ケア・医療処置の

必要性が高まったから

費用負担が重くなったから

必要な身体介護が

発生・増大したから

本人が希望したから

入所・入居者の状態等が

改善したから

認知症の症状が悪化したから

それ以外の状態像が悪化したから

必要な生活支援が

発生・増大したから

入所・入居者が、必要な居宅

サービスの利用を望まなかったから

その他

サービス種別 居所変更 死亡 合計

住宅型有料老人ホーム
5 事業所

8 19 27

29.6 70.4 -

サービス付き高齢者向け住宅
3 事業所

17 5 22

77.3 22.7 -

グループホーム
5 事業所

14 5 19

73.7 26.3 -

特定施設
8 事業所

57 65 122

46.7 53.3 -

介護老人保健施設
3 事業所

284 75 359

79.1 20.9 -

特別養護老人ホーム
5 事業所

22 104 126

17.5 82.5 -

地域密着型特別養護老人ホーム
1 事業所

2 9 11

18.2 81.8 -

合計
30 事業所

404 282 686

58.9 41.1 -

単位：人・％

3 0 事業所における総退去者数は 6 8 6 人で、そのうち 5 8 .9 % が「居所変更」、4 1 .1 % が「死亡」

による退去となっています。

退去後の居所変更に至った主な理由は、「医療的ケア・医療処置の必要性が高まったから」が

8 6 .7 % と圧倒的に多く、医療ニーズの変化が最大の要因となっています。

n=30
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６ 介護人材実態調査結果概要

（１）介護職員の雇用形態

図表１－１ 施設・居住系の雇用形態（問３、経年）

年齢
男性（正規職員） 男性（非正規職員） 女性（正規職員） 女性（非正規職員）

9 期 10 期 9 期 10 期 9 期 10 期 9 期 10 期

20 歳未満 0.4 0.2 0.0 0.3 1.6 0.2 0.0 0.0

20 歳代 1.9 7.5 1.6 1.0 6.6 6.1 1.6 0.5

30 歳代 7.8 7.0 1.2 0.5 11.6 9.2 5.4 3.3

40 歳代 1.9 8.0 0.4 0.9 9.3 8.9 8.5 4.8

50 歳代 4.7 4.5 0.8 1.8 13.2 10.8 3.1 6.0

60 歳代 0.8 2.6 0.8 0.9 6.2 6.1 7.4 6.4

70 歳以上 0.4 0.5 1.2 0.0 0.4 0.0 1.6 1.9

合計 17.9 30.3 6.0 5.4 48.9 41.3 27.6 22.9

単位：％

施設・居住系については、男性の正規職員比率が大幅に増加しています。一方で、女性の正規職

員比率は低下し、非正規職員比率も減少傾向にあります。

通所系については、女性の非正規職員比率が上昇しており、最も高い割合を占めています。一方

で、男性の正規職員比率は低下しています。

訪問系については、女性の非正規職員比率が顕著に上昇しており、５割を超える状況となっていま

す。一方で、男女ともに正規職員の比率は全体的に低下傾向にあります。

施設・居住系では男性正規職員の登用が進む一方、通所系・訪問系では女性の非正規雇用への

依存度が高まるなど、業態によって雇用構造の変化に差異が見られます。特に訪問系においては、非

正規職員の割合が過半数に達するなど、雇用形態の偏りが進んでいます。
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図表１－２ 通所系の雇用形態（問３、経年）

図表１－３ 訪問系の雇用形態（問３、経年）

年齢
男性（正規職員） 男性（非正規職員） 女性（正規職員） 女性（非正規職員）

9 期 10 期 9 期 10 期 9 期 10 期 9 期 10 期

20 歳未満 0.0 0.0 0.0 0.0 0.7 0.0 0.7 0.0

20 歳代 2.2 0.0 0.0 0.0 0.7 0.8 0.0 1.7

30 歳代 2.9 1.7 0.0 0.0 8.0 7.5 8.8 7.5

40 歳代 5.8 5.0 1.5 2.5 14.6 8.3 13.1 15.0

50 歳代 4.4 2.5 0.0 1.7 9.5 17.5 10.9 15.0

60 歳代 2.2 1.7 0.7 1.6 3.6 2.5 7.3 6.7

70 歳以上 0.0 0.0 1.5 0.0 0.7 0.0 0.0 0.8

合計 17.5 10.8 3.7 5.8 37.8 36.7 40.8 46.7

年齢
男性（正規職員） 男性（非正規職員） 女性（正規職員） 女性（非正規職員）

9 期 10 期 9 期 10 期 9 期 10 期 9 期 10 期

20 歳未満 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.8 0.0

20 歳代 4.0 3.6 0.0 0.0 2.4 1.8 2.4 0.0

30 歳代 4.8 3.6 0.0 0.0 4.0 3.6 2.4 4.5

40 歳代 5.6 4.5 0.8 0.9 9.7 7.2 9.7 6.3

50 歳代 3.2 1.8 1.6 1.8 10.5 9.9 11.3 9.7

60 歳代 0.0 1.8 0.8 1.8 6.5 5.4 8.9 17.3

70 歳以上 0.0 0.0 0.8 0.9 0.0 0.0 6.5 13.6

合計 17.6 15.3 4.0 5.4 33.1 27.9 42.0 51.4

単位：％

単位：％
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（２）過去１年間の介護職員の採用者数と離職者数

図表２－１ 介護職員数の変化（問２－３）

図表２－２ 採用者数と離職者数（問２-３、サービス別、経年）

サービス系統（該当事業所数）
職員総数（人） 昨年比（割合）

正規職員 非正規職員 小計 正規職員 非正規職員 小計

全サービス系統(n=60) 450 290 740 102.3 103.2 102.6

施設・居住系(n=27) 314 135 449 102.6 101.5 102.3

通所系(n=19) 60 68 128 96.8 106.3 101.6

訪問系(n=13) 68 78 146 106.3 101.3 103.5

年齢

採用者数（人） 離職者数（人）

正規職員 非正規職員 正規職員 非正規職員

9 期 10 期 9 期 10 期 9 期 10 期 9 期 10 期

全サービス系統 97 97 77 78 65 87 55 69

施設・居住系 32 69 24 40 18 61 21 38

通所系 13 9 8 19 8 11 9 15

訪問系 27 18 31 16 31 14 19 15

単位：人・％

単位：人

全サービス系統において、介護職員数は昨年比 1 0 2 .6％と微増しています。サービス別に見ると、

施設・居住系（1 0 2 .3％）及び訪問系（1 0 3 .5％）は増加していますが、通所系における正規職員数

は 9 6 .8％と減少傾向にあります。採用者数はほぼ同水準である一方、離職者数は増加しています。

施設・居住系については、採用・離職ともに大幅な増加が見られます。通所系については、正規職員

の採用が減少する一方で離職が増加しており、正規職員の確保が課題となっています。訪問系につ

いては、採用者数、離職者数ともに減少しています。

全体として職員数は確保されているものの、施設・居住系を中心に離職者数の増加が顕著であり、

人材の定着に向けた対策が求められる状況です。


